
徳島県保育士資格等取得支援費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は、子どもを安心して育てることができるような体制の整備及び子ども・

子育て支援新制度の円滑な実施を図るため、第２条に規定する事業者に対し、保育士

資格及び幼稚園教諭免許状の取得に要する経費を予算の範囲内で補助するものとし、

その交付については、徳島県補助金交付規則（昭和５８年徳島県規則第５３号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助対象事業者）

第２条 この補助金は、令和６年５月３０日こ成保第３１２号こども家庭庁成育局長通

知「保育人材確保事業の実施について」の別添１「保育士資格等取得支援事業実施要

綱」（以下「保育士資格等取得支援事業実施要綱」という。）に基づいて行う、次の

事業を行う事業者（保育士資格等取得支援事業実施要綱に定める対象者をいう。以下

同じ。）並びに対象施設（保育士資格等取得支援事業実施要綱に定める対象施設をい

う。）を運営する法人及び市町村（やむを得ないと認められる場合を除き、県内に住

所を有する者及び県内の市町村に限る。）を補助対象事業者とする。

（１）認可外保育施設保育士資格取得支援事業

（２）保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業

（３）幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業

（４）保育所等保育士資格取得支援事業

（５）保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業

（補助金の算定方法）

第３条 第１条の補助金は、次により算出する。この場合において、事業ごとに算出さ

れた補助額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

（１）別表の第１欄に定める事業ごとに、同表の第２欄に定める対象経費の実支出額

の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（学校法人及び社会福祉法人の

場合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定

する。

（２）別表の第１欄に定める事業ごとに、（１）で選定された額と同表の第３欄に定

める補助基準額の合計額とを比較していずれか少ない方の額を補助額とする。

（事業実施計画書の提出等）

第４条 本補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、事業の対

象者が、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１８条の６に基づき都道府県知

事の指定する保育士を養成する学校その他の施設又は幼稚園教諭を養成する大学の受

講を開始した日の属する年度内に、事業ごとに定める事業実施計画書（様式第１号）

を、住所地の市町村を経由の上（申請者が市町村の場合を除く。）、知事に提出しな

ければならない。

２ 知事は、事業実施計画書を受理した場合、内容の審査を行い、本補助金の対象の可

否を速やかに決定するものとする。

３ 知事は、前項により本補助金の対象と認めた場合には、当該事業実施計画を承認し、

当該申請者に通知するとともに、第１項で経由した市町村に通知書の写しを送付する

ものとする。



４ 補助金の交付を希望する申請者は、前項に掲げる承認を受けた後、承認された内容

に変更等が生じたときは、速やかに、内容を変更した事業実施計画書を住所地の市町

村を経由の上（申請者が市町村の場合を除く。）、知事に提出しなければならない。

５ 知事は、前項の書類を受理した場合、内容の審査を行い、本補助金の対象の可否を

速やかに決定するものとする。

６ 知事は、前項により本補助金の対象と認めた場合には、当該事業実施計画を承認し、

当該申請者に通知するとともに、第４項で経由した市町村に通知書の写しを送付する

ものとする。

７ 知事は、第３項及び第６項の当該事業実施計画を承認した場合において、その後の

事情の変更により特別の必要が生じたときは、承認を取り消すことがある。

（補助金の交付の申請）

第５条 本補助金の交付申請は、前条の規定による承認を受けた後、住所地の市町村を

経由の上（申請者が市町村の場合を除く。）、別表の第４欄に定める日までに行わな

ければならない。

２ 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第２号による。

３ 規則第３条の知事が定める書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）徳島県保育士資格等取得支援費補助金所要額内訳表（様式第３号）

（２）事業ごとに定める完了報告書（様式第４号）

（３）当該補助金に係る収支決算（見込）書抄本（様式第５号、申請者が個人の場合

は除く。）

（４）その他交付申請に当たって必要と認められる書類

（補助金の交付の条件）

第６条 規則第５条第１項各号に掲げる事項及び規則第１５条の２に規定する事項は、

補助金の交付の決定の条件となる。

（補助金の交付の決定）

第７条 知事は、第５条の規定による申請が適当であると認めたときは、補助金の交付

の決定をし、当該申請者に通知するとともに、第５条第１項で経由した市町村に通知

書の写しを送付するものとする。

（実績報告）

第８条 規則第１１条の規定による報告は、第５条第３項第２号及び第３号の提出をも

って、報告があったものとみなす。

（補助金の額の確定）

第９条 知事は、第７条の補助金の交付の決定の後、規則第１２条の規定による補助金

の額の確定を行い、申請者に通知するとともに、第５条第１項で経由した市町村に通

知書の写しを送付するものとする。

（補助金の支払）

第１０条 第９条の規定により、補助金の額の確定の通知を受けた補助事業者（市町村

を除く。）は、補助金請求書（様式第６号）を知事に提出するものとする。

２ 知事は、前項の補助金請求書を受理した後に、補助金を支払うものとする。補助事

業者が市町村の場合、第９条の規定による補助金の額の確定の通知をした後に、補助

金を支払うものとする。



（補助金調書等）

第１１条 規則第１６条の補助金調書は、様式第７号による。

２ 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了の日の属する年

度の翌年度から起算して５年間とする。

（補助金に係る消費税仕入控除税額の報告）

第１２条 補助事業者が消費税法（昭和63年法律第108号）における課税事業者である

場合、補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により本補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（以下「消費税等仕入控除税額」と

いう。）が確定したときは、消費税等仕入控除税額報告書（様式第８号）により速や

かに知事に報告しなければならない。

２ 知事は、前項の報告があった場合で、補助金を返還させることが相当であると認め

る場合は、当該消費税等仕入控除税額相当額の補助金の全部又は一部の返還を命じる

ものとする。

（その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項について

は、別に定める。

附 則

この要綱は、平成２７年１月１３日から施行し、平成２６年度分の補助金から適用す

る。

附 則

この要綱は、平成２７年９月１６日から施行し、平成２７年度分の補助金から適用す

る。

附 則

この要綱は、平成２９年２月１７日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用す

る。

附 則

この要綱は、平成２９年１１月２８日から施行し、平成２９年度分の補助金から適用

する。

附 則

この要綱は、平成３１年１月１５日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用す

る。

附 則

この要綱は、令和元年１２月１１日から施行し、令和元年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は、令和３年６月１０日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。



附 則

この要綱は、令和４年８月２９日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は、令和５年８月８日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。

なお、改正前の様式についても当分の間使用できるものとする。

附 則

この要綱は、令和６年１月２４日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。

附 則

１ この要綱は、令和６年１２月２６日から施行し、令和３年４月１日以後に第４条第

３項及び第６項の規定により事業実施計画が承認されたもの（改正前の第７条の規定

により交付の決定がされたものを除く。）から適用する。

２ この要綱による改正後の様式に相当する改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間、所要の調整をして使用することができるものとする。



別表（第３条、第５条関係）

１ 事 業 ２ 対象経費 ３ 補助基準額 ４ 交付申請の期限

１認可外保育施 養成施設の受講に必要な入学 「 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 の 国 庫 補 助 に 対象者が保育士証の交付を受

設保育士資格 料、受講料（面接授業料、教科 つ い て 」（ 令 和 ５ 年 １ ０ 月 １ ２ 日 こ 成 事 第 ５ ２ ０ けた後、対象施設に勤務を開

取得支援事業 書代及び教材費を含む。）及び 号 こ ど も 家 庭 庁 長 官 通 知 ）（ 以 下 こ の 別 表 に お い 始した日の属する月の末日ま

上記経費の消費税 て 「 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 で

知 」 と い う 。） 別 表 第 ３ 欄 の １ ． 認 可 外 保 育 施 設

保 育士 資格 取得 支援 事業 の うち 、(1)に 定 め る 額

保育従事者の代替に伴う雇上費 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 知 別

表 第 ３ 欄 の １ ． 認 可 外 保 育 施 設 保 育 士 資 格 取 得

支 援事 業の うち、（ ２） に定 める 額

２保育教諭確保 養成施設の受講に必要な入学 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 知 別 対象者が保育士証の交付を受

のための保育 料、受講料（面接授業料、教科 表 第 ３ 欄 の ２ ． 保 育 教 諭 確 保 の た め の 保 育 士 資 けた後、対象施設に勤務を開

士資格取得支 書代及び教材費を含む。）及び 格 取得 支援 事業 のう ち、（１ ）に 定め る 額 始した日の属する月の末日ま

援事業 上記経費の消費税 で

職員の代替に伴う雇上費 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 知 別

表 第 ３ 欄 の ２ ． 保 育 教 諭 確 保 の た め の 保 育 士 資

格 取得 支援 事業 のう ち、（２ ）に 定め る 額

３幼稚園教諭免 養成施設の受講に必要な入学 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 知 別 対象者が保育士証の交付を受

許状を有する 料、受講料（面接授業料、教科 表 第 ３ 欄 の ３ ． 幼 稚 園 教 諭 免 許 状 を 有 す る 者 の けた後、対象施設に勤務を開

者の保育士資 書代及び教材費を含む。）及び 保 育士 資格 取得 支援 事業 に 定め る額 始した日の属する月の末日ま

格取得支援事 上記経費の消費税 で

業

４保育所等保育 養成施設の受講に必要な入学 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 知 別 対象者が保育士証の交付を受

士資格取得支 料、受講料（面接授業料、教科 表 第 ３ 欄 の ５ ． 保 育 所 等 保 育 士 資 格 取 得 支 援 事 けた後、対象施設に勤務を開

援事業 書代及び教材費を含む。）及び 業 に定 める 額 始した日の属する月の末日ま

上記経費の消費税 で



５保育教諭確保 養成施設の受講に必要な入学 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 知 別 対象者が幼稚園教諭免許状の

のための幼稚 料、受講料（面接授業料、教科 表 第 ３ 欄 の ４ ． 保 育 教 諭 確 保 の た め の 幼 稚 園 教 交付を受けた後、対象施設に

園教諭免許状 書代及び教材費を含む。）及び 諭 免許 状取 得支 援事 業の う ち、（ １） に定 める 額 勤務を開始した日の属する月

取得支援事業 上記経費の消費税 の末日まで

職員の代替に伴う雇上費 保 育 対 策 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 国 庫 補 助 通 知 別

表 第 ３ 欄 の ４ ． 保 育 教 諭 確 保 の た め の 幼 稚 園 教

諭 免許 状取 得支 援事 業の う ち、（ ２） に定 める 額



様式第１－１号（第４条関係）

認可外保育施設保育士資格取得支援事業実施計画書

〈受講料等補助・代替保育士雇上費補助〉

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日

法人所在地

法人名称

代表者

①施設名 施設名

（〒 － ） 電話（ ）②住所

－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 元号 年 月 日 ～ 元号 年 月 日（ ） （ ）

（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日 面接授業 日 合計 日、 、

⑦受講に要する費用 入学料 円 受講料 円 合計 円、 、

⑧保育士修学資金貸付事業等 保育士修学資金貸付事業等の類似事業の貸付等を、

類似事業の貸付等の有無 受けている ・ 受けていない

⑨代替保育従事者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

元号 年 月 日 ～ 元号 年 月 日⑩代替保育従事者の雇上期間 （ ） （ ）

（ 日間）

（備考）

担当者の氏名、連絡先

氏名 連絡先

（添付書類）

１ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し（市町村において、県のホームペー

ジ等で証明書が交付されていることが確認できる場合は添付省略可とする ）。

２ 受講者が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類

３ 本事業の対象となる受講者が、養成施設に在学していることが確認できる書類（実施計画書

を提出する際、まだ受講を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、受講を

開始してから追加提出すること ）。

１ 代替保育従事者が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類（代替保育従事者を雇

用する場合のみ添付すること。実施計画書を提出する際、まだ雇用を開始していない場合は、

計画書の備考欄にその旨を記載し、雇用を開始してから追加提出すること ）。

※ ⑨⑩については、代替保育従事者を雇用する場合のみ記載すること。



様式第１－２号（第４条関係）

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業実施計画書
〈受講料等補助・代替職員雇上費補助〉

徳島県知事 殿
（元号） 年 月 日

法人所在地
法人名称
代表者

①施設名 施設名

□ 認定こども園 □ 認定こども園への移行※いずれかに印をつけてください。

を予定している施設
②住所 （〒 － ） 電話（ ）

－
③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳
④養成施設名

⑤受講期間 （元号） 年 月 日 ～ （元号） 年 月 日
（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日、面接授業 日、合計 日

⑦受講に要する費用 入学料 円、受講料 円、合計 円

⑧保育士修学資金貸付事業等 保育士修学資金貸付事業等の類似事業の貸付等を、
類似事業の貸付等の有無 受けている ・ 受けていない
⑨代替職員の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳
⑩代替職員の雇上期間 （元号） 年 月 日 ～ （元号） 年 月 日

（ 日間）
（備考）

担当者の氏名、連絡先
氏名 連絡先

（添付書類）
１ 受講者が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類
２ 本事業の対象となる受講者が、養成施設に在学していることが確認できる書類（実施計画書
を提出する際、まだ受講を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、受講を
開始してから追加提出すること ）。

３ 代替職員が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類（実施計画書を提出する際、
まだ雇用を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、雇用を開始してから追
加提出すること ）。

※ 認定こども園への移行を予定している施設においては、移行に向けたスケジュール（移行予
定時期）について、備考欄に記載するか、概要が分かる資料を添付すること。

※ ①の施設が認定こども園又は認定こども園への移行を予定している施設（以下「認定こども
」 。） 、 、園等 という でない場合で 運営主体が運営する別の施設が認定こども園等である場合は

備考欄にその旨（施設名や移行予定の場合は予定時期等を含む ）を記載すること。。
※ ⑨⑩については、代替職員を雇用する場合のみ記載すること。



様式第１－３号（第４条関係）

幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業実施計画書

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日

受講者名

法人にあっては 主たる事務所の所在地及び、

名称並びに代表者の氏名

①施設名 施設名

※施設に勤務していない場合は記入不要

②住所 （〒 － ） 電話（ ）

－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 （元号） 年 月 日 ～ （元号） 年 月 日

（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日、面接授業 日、合計 日

⑦受講に要する費用 入学料 円、受講料 円、合計 円

⑧保育士修学資金貸付事業等 保育士修学資金貸付事業等の類似事業の貸付等を、

類似事業の貸付等の有無 受けている ・ 受けていない

（備考）

担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください ）。

氏名 連絡先

（添付書類）

１ 本事業の対象となる受講者が、養成施設に在学していることが確認できる書類（実施計画書

を提出する際、まだ受講を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、受講を

開始してから追加提出すること ）。



様式第１－４号（第４条関係）

保育所等保育士資格取得支援事業実施計画書

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日

法人所在地

法人名称

代表者

①施設名 施設名

②住所 （〒 － ） 電話（ ）

－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 （元号） 年 月 日 ～ （元号） 年 月 日

（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日、面接授業 日、合計 日

⑦受講に要する費用 入学料 円、受講料 円、合計 円

⑧保育士修学資金貸付事業等 保育士修学資金貸付事業等の類似事業の貸付等を、

類似事業の貸付等の有無 受けている ・ 受けていない

（備考）

担当者の氏名、連絡先

氏名 連絡先

（添付書類）

１ 受講者が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類

２ 本事業の対象となる受講者が、養成施設に在学していることが確認できる書類（実施計画書

を提出する際、まだ受講を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、受講を

開始してから追加提出すること ）。



様式第１－５号（第４条関係）

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書
〈受講料等補助・代替職員雇上費補助〉

徳島県知事 殿
（元号） 年 月 日

法人所在地
法人名称
代表者

①施設名 施設名

□ 認定こども園 □ 認定こども園への移行※いずれかに印をつけてください。

を予定している施設
（〒 － ） 電話（ ）②住所

－
③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳
④養成施設名

（元号） 年 月 日 ～ （元号） 年 月 日⑤受講期間
（受講開始日（入学日 ））

⑥教育実習や面接授業期間 教育実習 日 面接授業 日 合計 日、 、

⑦受講に要する費用 入学料 円 受講料 円 合計 円、 、

⑧雇用保険制度の教育訓練給 雇用保険制度の教育訓練給付等の類似事業の給付等を
付等 類似事業の給付等の有 受けている ・ 受けていない、
無
⑨代替職員の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳
⑩代替職員の雇上期間 （元号） 年 月 日 ～ （元号） 年 月 日

（ 日間）
（備考）

担当者の氏名、連絡先
氏名 連絡先

（添付書類）
１ 受講者が当該対象施設に常勤職員として勤務していることが確認できる書類
２ 本事業の対象となる受講者が、養成施設に在学していることが確認できる書類（実施計画書
を提出する際、まだ受講を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、受講を
開始してから追加提出すること ）。

３ 代替職員が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類（実施計画書を提出する際、
まだ雇用を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、雇用を開始してから追
加提出すること ）。

※ 認定こども園への移行を予定している施設においては、移行に向けたスケジュール（移行予
定時期）について、備考欄に記載するか、概要が分かる資料を添付すること。

※ ①の施設が認定こども園又は認定こども園への移行を予定している施設（以下「認定こども
」 。） 、 、園等 という でない場合で 運営主体が運営する別の施設が認定こども園等である場合は

備考欄にその旨（施設名や移行予定の場合は予定時期等を含む ）を記載すること。。
※ ⑨⑩については、代替職員を雇用する場合のみ記載すること。



様式第２号（第５条関係）

第 号

（元号） 年 月 日

徳島県知事 殿

住 所

氏 名

法人にあっては 主たる事務所の所在地及び、

名称並びに代表者の氏名

補助金交付申請書

補助金の交付を受けたいので、徳島県補助金交付規則第３条の規定により、

次のとおり関係書類を添えて申請します。

１ 補助事業名 （元号） 年度 徳島県保育士資格等取得支援費補助金

２ 交付申請額 金 円

３ 関係書類

(1) 徳島県保育士資格等取得支援費補助金所要額内訳表（様式第３号）

(2) 事業ごとに定める完了報告書（様式第４号）

(3) 当該補助金に係る収支決算（見込）書抄本（様式第５号、申請者が個人

の場合は除く ）。

(4) その他交付申請に当たって必要と認められる書類

４ 担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください ）。

氏名 連絡先



様式第３号（第５条関係）

総 事 業 費
寄付金その他
の収入額

差引額
（Ａ－Ｂ）

対象経費の
実支出額

選定額
（Ｃ・Ｄのいずれか少

ない額）
補助基準額

補助所要額
（Ｅ・Ｆのいずれ
か少ない額、
1,000円未満切り

捨て)
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ
円 円 円 円 円 円 円

認可外保育施設保育士資格取得支援事業
□受講料等補助
□代替保育従事者雇上費補助

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業
□受講料等補助
□代替職員雇上費補助

幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業

保育所等保育士資格取得支援事業

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業
□受講料等補助
□代替職員雇上費補助

合 計

（元号）　　年度　　徳島県保育士資格等取得支援費補助金所要額内訳表

交付申請者名：

実施事業内容
※いずれかに印をつけること

（注４）Ｅ欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較して少ない方の額を記載すること。

（注５）Ｆ欄には、徳島県保育士資格等取得支援費補助金交付要綱別表第３欄に定める基準額を記入すること。なお、算定した額に端数が生じた場合、小数点以下を切り捨てて整数とした額とすること。

（注６）Ｇ欄には、Ｅ欄とＦ欄を比較して少ない方の額を記載すること。なお、事業ごとに算出された補助額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

事 業 名

（注１）Ａ欄には、対象経費以外も含めた総事業費を記入すること。

（注２）Ｂ欄には、保育士資格等取得支援費補助金以外の収入（学校法人及び社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）がある場合にその金額を記入すること。

（注３）Ｄ欄には、Ａ欄のうち対象経費に係る支出額を記入すること。



様式第４－１号（第５条関係）

認可外保育施設保育士資格取得支援事業完了報告書

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日
法人所在地
法人名称
代表者

①施設名 施設名

（〒 － ） 電話（ ）②住所
－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年
（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 （元号） 年 月 日 ～（元号） 年 月 日
（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日 面接授業 日 合計 日、 、

⑦受講に要した費用 入学料 円 受講料 円 合計 円、 、

⑧代替保育従事者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年
（ ）月 日生 歳

（元号） 年 月 日 ～（元号） 年 月 日⑨代替保育従事者の雇上期間
（ 日間）

⑩代替保育従事者雇上費 円

（備考）

担当者の氏名、連絡先
氏名 連絡先

（添付書類）
１ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し（市町村において、県のホームペー
ジ等で証明書が交付されていることが確認できる場合は添付省略可とする ）。

２ 受講者が保育士証の交付を受けた後 対象施設への勤務が決定したことを確認できる書類 継、 （
続雇用の場合、保育士証の交付を受けた後も継続雇用されていることが分かる書類）

３ 保育士証の写し
４ 受講者の対象経費
① 養成施設の長が発行する対象経費の領収書

５ 代替保育従事者の雇上費（代替保育従事者を雇用した場合のみ添付すること ）。
① 代替保育従事者が対象施設に勤務していたことが確認できる書類
② 受講者の保育実習等の履修期間に、当該受講者に対して給与が支払われていることが確認
できる書類

※ ⑧⑨⑩については、代替保育従事者を雇用した場合のみ記載すること。



様式第４－２号（第５条関係）

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業完了報告書

〈受講料等補助・代替職員雇上費補助〉

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日

法人所在地

法人名称

代表者

①施設名 施設名

□ 認定こども園 □ 認定こども園への移行※いずれかに印をつけてください。

を予定している施設

（〒 － ） 電話（ ）②住所

－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 元号 年 月 日 ～ 元号 年 月 日（ ） （ ）

（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日 面接授業 日 合計 日、 、

⑦受講に要した費用 入学料 円 受講料 円 合計 円、 、

⑧代替職員の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

元号 年 月 日 ～ 元号 年 月 日⑨代替職員の雇上期間 （ ） （ ）

（ 日間）

⑩代替職員雇上費 円

（備考）

担当者の氏名、連絡先

氏名 連絡先

（添付書類）

１ 受講者が保育士証の交付を受けた後 対象施設への勤務が決定したことを確認できる書類 継、 （

続雇用の場合、保育士証の交付を受けた後も継続雇用されていることが分かる書類）

２ 養成施設の長が発行する対象経費の領収書

３ 保育士証の写し

４ 代替職員が対象施設に勤務していたことが確認できる書類

※ ①の施設が認定こども園又は認定こども園への移行を予定している施設（以下「認定こども

園等」という ）でない場合で、運営主体が運営する別の施設が認定こども園等である場合は、。

備考欄にその旨（施設名や移行予定の場合は予定時期等を含む ）を記載すること。。

※ ⑧⑨⑩については、代替職員を雇用した場合のみ記載すること。



様式第４－３号（第５条関係）

幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業完了報告書

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日

受講者名

法人にあっては 主たる事務所の所在地及び、

名称並びに代表者の氏名

①施設名 施設名

（〒 － ） 電話（ ）②住所

－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 元号 年 月 日 ～ 元号 年 月 日（ ） （ ）

（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日 面接授業 日 合計 日、 、

⑦受講に要した費用 入学料 円 受講料 円 合計 円、 、

（備考）

担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください ）。

氏名 連絡先

（添付書類）

１ 受講者が保育士証の交付を受けた後 対象施設への勤務が決定したことを確認できる書類 継、 （

続雇用の場合、保育士証の交付を受けた後も継続雇用されていることが分かる書類）

２ 養成施設の長が発行する対象経費の領収書

３ 保育士証の写し

※ 本事業における対象施設は、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受け

た認可外保育施設、幼稚園型認定こども園が構成する認可外保育施設、小規模保育事業Ａ型及

、 、びＢ型を行う保育事業所 児童福祉法第３４条の１５第２項の認可を受けた事業所内保育事業

保育所、認定こども園、認定こども園への移行を予定している施設、認定こども園への移行を

予定している幼稚園、乳児院及び児童養護施設のいずれかであること。



様式第４－４号（第５条関係）

保育所等保育士資格取得支援事業完了報告書

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日

法人所在地

法人名称

代表者

①施設名 施設名

②住所 （〒 － ） 電話（ ）

－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 （元号） 年 月 日 ～ （元号） 年 月 日

（受講開始日（入学日 ））

⑥保育実習や面接授業期間 保育実習 日、面接授業 日、合計 日

⑦受講に要した費用 入学料 円、受講料 円、合計 円

（備考）

担当者の氏名、連絡先

氏名 連絡先

（添付書類）

１ 受講者が保育士証の交付を受けた後 対象施設への勤務が決定したことを確認できる書類 継、 （

続雇用の場合、保育士証の交付を受けた後も継続雇用されていることが分かる書類）

２ 養成施設の長が発行する対象経費の領収書

３ 保育士証の写し

※ 本事業における対象施設は、保育所、認定こども園、認定こども園への移行を予定している

幼稚園、乳児院及び児童養護施設のいずれかであること。



様式第４－５号（第５条関係）

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書

〈受講料等補助・代替職員雇上費補助〉

徳島県知事 殿

（元号） 年 月 日

法人所在地

法人名称

代表者

①施設名 施設名

□ 認定こども園 □ 認定こども園への移行※いずれかに印をつけてください。

を予定している施設

（〒 － ） 電話（ ）②住所

－

③受講者の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

④養成施設名

⑤受講期間 元号 年 月 日 ～ 元号 年 月 日（ ） （ ）

（受講開始日（入学日 ））

⑥教育実習や面接授業期間 教育実習 日 面接授業 日 合計 日、 、

⑦受講に要した費用 入学料 円 受講料 円 合計 円、 、

⑧代替職員の氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年

（ ）月 日生 歳

元号 年 月 日 ～ 元号 年 月 日⑨代替職員の雇上期間 （ ） （ ）

（ 日間）

⑩代替職員雇上費 円

（備考）

担当者の氏名、連絡先

氏名 連絡先

（添付書類）

１ 受講者が幼稚園教諭免許状の交付を受けた後、対象施設への勤務が決定したことを確認でき

る書類（継続雇用の場合、幼稚園教諭免許状の交付を受けた後も継続雇用されていることが分

かる書類）

２ 養成施設の長が発行する対象経費の領収書

３ 幼稚園教諭免許状の写し

４ 代替職員が対象施設に勤務していたことが確認できる書類

※ ①の施設が認定こども園又は認定こども園への移行を予定している施設（以下「認定こども

園等」という ）でない場合で、運営主体が運営する別の施設が認定こども園等である場合は、。

備考欄にその旨（施設名や移行予定の場合は予定時期等を含む ）を記載すること。。

※ ⑧⑨⑩については、代替職員を雇用した場合のみ記載すること。



様式第５号（第５条関係）

【収入】 （金額：円）

金額 備　　考

小計

小計

【支出】 （金額：円）

金額 備　　考

小計

小計

（元号）    　 年  　   月　  　  日

上記収支決算（見込）書抄本は、原本と相違ないことを証明します。

補助事業者住所

氏名

担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）
　　氏名　　　　　　　　　　連絡先

合計

科　　　　目

合計

収支決算（見込）書

科　　　　目

（
元
号

）
　
年
度

（
元
号

）
　
年
度

（
元
号

）
　
年
度

（
元
号

）
　
年
度



様式第６号（第９条関係）

受付日付印

補 助 金 請 求 書
請求日 （元号） 年 月 日

徳 島 県 知 事 殿

請 求 者
住 所

氏 名
（法人名及び代表者名）

右の金額を 請求 円
請求します。 金額

摘 要

補 助 事 業 名 （元号） 年度徳島県保育士資格等取得支援費補助金

補助指令金額 円

補助指令年月日 （元号） 年 月 日

補助指令番号

既 受 領 額 円

補 助 額 今回請求額 円

残 額 円

請 求 区 分 精 算

口座振込先
金融機関名（ ） 店舗名（ ）
預金種目（ １ 普通 ２ 当座 ９ その他 ）

口座番号 （右づめ）

口座名義（カタカナ書き）
（ ）

発行責任者及び担当者（個人の場合は、担当者欄に連絡先のみ御記入ください。）
氏 名 連絡先

発行責任者

担 当 者



様式第７号（第１０条関係）

（元号） 年度 徳島県保育士資格等取得支援費補助金調書

補助対象者名

県

歳 入 歳 出 備 考

補助事業名 交付決定額 補助率 科 目 予 算 現 額 収 入 済 額 科 目 予 算 現 額 うち補助金 支 出 済 額 うち補助金

相 当 額 相 当 額

円 円 円 円 円 円

備 考

１ 「科目」欄には、歳入のあっては、款、項、目及び節を、歳出にあっては、款、項及び目をそれぞれ記載すること。

２ 「予算現額」欄には、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等に区分して、それぞれの額を、歳出にあっては、当初予算額、

補正予算額、予備費支出額、流用増減額等に区分してそれぞれの額を記載すること。

３ 「備考」欄には、参考となるべき事項を適宜記載すること。



様式第８号（第１１条関係）

第 号

（元号） 年 月 日

徳島県知事 殿

住 所

氏 名

法人にあっては 主たる事務所の所在地及び、

名称並びに代表者の氏名

消費税等仕入控除税額報告書

（元号） 年 月 日付け 第 号により額の確定通知があった

徳島県保育士資格等取得支援費補助金について 徳島県保育士資格等取得支援、

費補助金交付要綱第１１条第１項の規定に基づき 次のとおり報告します。、

１ 補助事業名

（元号） 年度 徳島県保育士資格等取得支援費補助金

２ 補助金額（確定額）

金 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額（補助金返還相当額）

金 円

４ 関係書類

(1)３の金額の積算内訳書等

(2)消費税及び地方消費税の申告書の写し

５ 担当者の氏名 連絡先（個人の場合は 連絡先のみ御記入ください ）、 、 。

氏名 連絡先


